
その他 
3億1651万円（0.8％）

地方特例交付金 
8900万円（0.2％）

市税
139億円
    （31.9％）

　市債
57億
6470万円
（13.2％）

繰入金
25億
764万円
　（5.8％）

使用料および
手数料
8億6100万円
　　　　（2.0％）

分担金および負担金
9億9671万円（2.3％）

財産収入 2億8996万円（0.7％）
寄附金 1億101万円（0.2％） 諸収入 7億120万円

（1.6％）

地方交付税
71億1000万円
（16.3％）

国庫支出金
   55億
   972万円
　　（12.7％）

県支出金
30億5854万円
　　　　（7.0％）

地方消費税交付金
19億9200万円
　　　　（4.6％）

地方譲与税
3億200万円（0.7％）

（44.5％）（55.5％）

依存
財源

193億
 5753
    万円

241億
4247
万円

自主
財源

投資及び出資金・貸付金 
2億9228万円（0.7％）

維持補修費
1億9220万円（0.5％） 積立金 1億438万円（0.2％）

※四捨五入などの関係により、各項目の合計値が一致しない場合があります。

予備費 5000万円
　　　　　　（0.1％）

普通建設事業費
  60億
    6520万円
　　　（13.9％）

物件費
52億
7899万円
    （12.1％）

公債費
51億
7464万円
    （11.9％）

人件費
74億82万円
    　（17.0％）

扶助費

（23.9％）

104億
823万円

義務的
　経費

その他の
　経費

（52.8％）

（33.3％）

229億
8369
　万円

144億
5111
　万円

投資的経費
60億6520万円
　　　  （13.9％）

繰出金
48億
1753万円
    （11.1％）

 補助費等
37億
 1573万円
　    （8.6％）

歳入総額
435億円

歳出総額
435億円

■一般会計予算
　歳入・歳出（性質別）構成比

2018年4月 ● 広報丸亀 2018年4月 ● 広報丸亀

新市庁舎のイメージ図

歳 

入
歳
　
出

経
常
収
支
比
率

特
別
会
計
お
よ
び
公
営
企
業
会
計

23 丸亀市の市外局番 0877

　

市
税
や
地
方

交
付
税
、
臨
時

財
政
対
策
債
な

ど
、
経
常
的
な

一
般
財
源
の
総

額
は
約
２
５
３

億
５
３
０
０
万

円
で
、
前
年
度

に
比
べ
約
３
億
８
７
０
０
万
円
の
増
加
と

な
っ
て
い
ま
す
。
地
方
交
付
税
と
臨
時
財

政
対
策
債
を
合
わ
せ
た
実
質
的
な
地
方
交

付
税
総
額
は
４
３
０
０
万
円
の
増
額
を
見

込
ん
で
い
ま
す
。

　

市
税
は
、
法
人
市
民
税
が
減
額
と
な
る

一
方
で
、
景
気
回
復
に
伴
う
個
人
市
民
税

の
増
額
や
、
企
業
の
設
備
投
資
な
ど
に
よ

る
固
定
資
産
税
の
増
額
な
ど
で
、
前
年
度

と
比
べ
２
億
円
、
率
に
し
て
1.5
％
の
増
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

譲
与
税
お
よ
び
交
付
金
は
、
地
方
消
費

税
交
付
金
の
増
加
な
ど
で
、
全
体
と
し
て

は
前
年
度
と
比
較
し
て
１
億
３
８
０
０
万

円
、
率
に
し
て
5.4
％
の
増
を
見
込
ん
で
い

ま
す
。

　

分
担
金
お
よ
び
負
担
金
は
、
水
道
事
業

体
の
香
川
県
広
域
水
道
企
業
団
へ
の
統
合

に
伴
い
措
置
す
る
市
派
遣
職
員
の
職
員
給

な
ど
を
同
企
業
団
か
ら
負
担
金
と
し
て
受

け
入
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
約
２
億
５
０

０
０
万
円
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

国
・
県
支
出
金
は
、
公
共
事
業
関
係
費

や
扶
助
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
全
体
と

し
て
約
３
億
７
６
０
０
万
円
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

諸
収
入
で
は
、
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走

事
業
か
ら
の
収
益
収
入
と
し
て
前
年
と
同

額
の
１
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
、
市
庁
舎
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ

ン
タ
ー
、
保
育
所
・
学
校
教
育
施
設
な
ど

の
整
備
に
合
併
特
例
債
を
活
用
す
る
な

ど
、
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
建
設
地
方

債
で
約
39
億
１
２
０
０
万
円
を
発
行
予
定

で
す
。

　

繰
入
金
は
、
建
設
事
業
の
推
進
な
ど
目

的
に
沿
っ
た
基
金
か
ら
の
繰
り
入
れ
の
ほ

か
、
不
足
す
る
財
源
を
補
う
た
め
の
財
政

調
整
基
金
な
ど
か
ら
の
繰
り
入
れ
と
あ
わ

せ
て
約
24
億
７
４
０
０
万
円
を
予
定
し
て

い
ま
す
。

　

人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
の
義
務
的

経
費
は
、
合
計
約
２
２
９
億
８
４
０
０
万

円
で
歳
出
全
体
の
52
・
８
％
を
占
め
て
お

り
、
前
年
度
と
比
べ
約
９
億
４
８
０
０
万

円
、
率
に
し
て
4.3
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

県
広
域
水
道
企
業
団
に
派
遣
す
る
職
員

の
職
員
給
な
ど
で
、
人
件
費
が
約
２
億
６

０
０
０
万
円
の
増
額
と
な
る
ほ
か
、制
度
の

充
実
や
対
象
者
の
増
加
な
ど
で
、扶
助
費

が
約
１
億
８
８
０
０
万
円
の
増
、公
共
施

設
の
耐
震
化
事
業
に
活
用
し
た
市
債
の
償

還
な
ど
で
公
債
費
が
約
５
億
１
０
０
万
円

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

物
件
費
は
、
地
方
創
生
推
進
の
た
め
に

展
開
す
る
地
域
商
社
事
業
委
託
料
な
ど
が

■特別会計および公営企業会計の規模

▲ 22.1
▲ 1.4
21.4
▲ 3.8
▲ 2.0
4.4
0.4
7.8

▲ 8.8
25.2

119億3100万円
1億0720万円
41億2400万円
1億6740万円
1億1380万円
13億4100万円
87億3500万円
1億0200万円

266億2140万円
818億4624万円

国民健康保険特別会計
国民健康保険診療所特別会計
公共下水道特別会計
農業集落排水特別会計
駐車場特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計
介護保険サービス事業特別会計

モーターボート競走事業会計
特別会計 合計

会　　　計　　　名 当初予算額 増減率
（％）

特　

別　

会　

計

財務課 p24-8803

平成30年度当初予算

増
加
す
る
こ
と
な
ど
か
ら
前
年
度
と
比
べ

約
１
億
８
１
０
０
万
円
、
率
に
し
て
3.5
％

の
増
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
補
助
費
等
は
、
産
業
振
興
・
雇
用

機
会
の
拡
大
を
図
る
た
め
に
新
規
計
上
す

る
企
業
立
地
促
進
奨
励
金
や
、
保
育
士
の

処
遇
改
善
の
た
め
の
私
立
保
育
園
等
運
営

補
助
金
の
増
額
な
ど
か
ら
、
前
年
度
と
比

べ
約
４
億
８
６
０
０
万
円
、率
に
し
て

15
・
０
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

基
金
へ
の
積
立
金
で
は
、
前
年
度
と
同

様
に
、
運
用
利
子
や
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競

走
事
業
収
益
金
の
１
億
円
を
積
み
立
て
ま

す
。

　

各
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
は
、
引
き
続

き
社
会
保
障
関
係
の
特
別
会
計
に
対
す
る

繰
り
出
し
が
増
加
す
る
た
め
、
前
年
度
と

比
べ
約
１
億
１
２
０
０
万
円
、
率
に
し
て

2.4
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

投
資
的
経
費
は
、
市
庁
舎
や
城
辰
保
育

所
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
改

築
、
改
修
事
業
に
伴
い
、
前
年
度
と
比
べ

約
11
億
６
６
０
０
万
円
、
率
に
し
て
23
・

８
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

財
政
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率

は
、
市
税
収
入
な
ど
が
増
加
す
る
も
の

の
、扶
助
費
や
繰
出
金
に
加
え
、公
債
費
が

大
き
く
増
加
す
る
こ
と
な
ど
か
ら
97
・
９

％
と
な
り
、
前
年
度
と
比
べ
0.6
ポ
イ
ン
ト

の
硬
直
化
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
で
は
、
高
齢
化
の
進
行
に
伴

う
介
護
保
険
特
別
会
計
や
後
期
高
齢
者
医

療
特
別
会
計
、
新
浄
化
セ
ン
タ
ー
建
設
の

本
格
化
に
伴
う
公
共
下
水
道
特
別
会
計
は

増
額
と
な
り
ま
す
が
、
国
民
健
康
保
険
制

度
が
平
成
30
年
度
か
ら
県
主
体
で
の
運
営

と
な
る
こ
と
か
ら
国
民
健
康
保
険
特
別
会

計
が
大
き
く
減
額
と
な
り
、
８
つ
の
特
別

会
計
の
総
額
は
約
２
６
６
億
２
１
０
０
万

円
と
な
り
、
前
年
度
と
比
べ
25
億
６
７
０

０
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。　

　

モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業
会
計
は
、

Ｓ
Ｇ
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
メ
モ
リ
ア
ル
や
Ｇ
Ⅰ

京
極
賞
を
開
催
す
る
ほ
か
、
来
場
促
進
や

活
性
化
に
取
り
組
み
、
将
来
に
わ
た
っ
て

安
定
し
た
経
営
を
継
続
で
き
る
よ
う
積
極

的
な
営
業
展
開
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

　

お
城
の
桜
も
咲
き
始
め
、
良
い
時
候
に

な
っ
て
き
ま
し
た
。

　

さ
て
、
平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
予
算

の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
総
額
は
４

３
５
億
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
29
億

円
、
率
に
し
て
7.1
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。
市
税
や
各
種
交
付
金
な
ど
の
増
加
が

見
込
ま
れ
ま
す
が
、
扶
助
費
や
公
債
費
な

ど
の
増
加
で
、
基
金
か
ら
の
繰
入
金
が
増

加
と
な
る
厳
し
い
状
況
の
中
、
暮
ら
し
や

す
さ
の
実
感
に
つ
な
が
る
よ
う
な
各
種
施

策
を
実
行
す
る
「
暮
ら
し
の
安
心
と
元
気

創
造
予
算
」
と
し
て
編
成
し
ま
し
た
。
そ

れ
で
は
一
緒
に
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

暮
ら
し
の
安
心
と
元
気
創
造
予
算

435億円

前
年
度
比
7.1
％
増

過
去
最
大

保育士の確保対策として、私立保育園等が保育士の賃金等
を上乗せする場合に補助金(月額3,000円／人)を交付し、
保育士の処遇改善を図る。

平成30年度 主な重点的施策 （抜粋）
心豊かな子どもと文化を育むまちづくり

健康で安心して暮らせるまちづくり

新市民会館の整備に向けて、基本構想の策定を終え、市民座談会
を開催しながら、整備基本計画と管理運営計画の策定に取り組む。

新市民会館整備事業費 2269万円

市庁舎と市民交流活動センターの複合施設整備に向け、基本
設計・実施設計を完了し、工事に着手する。

市庁舎等複合施設整備事業費 3億1027万円

みんなが躍動するまちづくり

総合運動公園の利便性を高めるため、さらなる駐車場整備に向
けた都市計画決定の変更手続や、基本設計業務に取り組む。

総合運動公園駐車場整備事業費 1250万円

対象児童数の増加に伴い、郡家青い鳥教室を整備し、放課後の
子育て環境の充実を図る。（郡家第3青い鳥教室）

郡家青い鳥教室施設整備事業費 340万円

私立保育園等保育士処遇改善事業補助金 976万円

地域の稼ぐ力を強化するため、特産品の掘り起こしや商品開発
を行い、静岡県西伊豆町と共同で委託する地域商社首都圏機能
での販売などを通じて、首都圏および海外での商流を確立する。

地方創生推進地域商社事業費 8606万円


